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Ｑ＆Ａ 

Ｑ１．現状では、ファミリー向けの賃貸住宅が民間だけでは供給されにくいということ

でしたが、その理由を教えて下さい。つまり、現在、都市再生機構は、昔の公団に比

べてアグレッシブになったと理解しましたが、そのことが逆に、民間企業だけの都市再

生や開発を阻害しているように思ったのですが、いかがでしょうか？ 

 

Ａ１． 

これまでファミリー向け賃貸住宅が民間によって供給されてこなかった大き

な理由としては、以下のような要因があげられます。 

１）ファミリー向け賃貸住宅は、あえて土地を買ってまで供給するほどの利回

りが期待できない 

２）長期間資金を寝かせることになる賃貸住宅より、すぐに資金を回収できる

分譲住宅の方が、効率が良い 

３）改正以前の借地借家法では、借家人が強く保護されてきたため、長居され

る可能性があるファミリー向け賃貸住宅は、地主にとってリスクが高い 

 

ＵＲ都市機構の前身である公団は、戦後の絶対的な住宅不足の解消、市場で

は十分供給されないファミリー向け賃貸住宅市場の補完を目的に設立され、こ

れまで多くの賃貸住宅を供給し、居住環境の向上に寄与してきました。 

一方、近年、不動産の証券化に関連した法制度の整備や平成 12 年に施行され

た定期借家権制度など、民間でもファミリー向け賃貸住宅を供給できる環境が

ある程度整い、一部の地域では、民間によるファミリー向け賃貸住宅の供給も

見られるようになりました。 

ＵＲ都市機構の方針としては、このような市場の補完が必要でない、民間だ

けで出来るものについては、民間にゆだねるというのが、基本としてあります。 

しかし、民間にとっては購入後すぐにでも工事に取り掛かれる土地ならいざ

知らず、「地権者間の合意形成が整っていない」、「都市計画決定等の許認可の見

通しが立っていない」といった開発スケジュールが読みにくいプジェクトには、

なかなか手を出せないというのが実態といえます。 

 このような都市再生を実現する上でハードルが高く、民間だけでやり遂げる

ことが困難なプロジェクトを、地方公共団体や民間等と連携し、プロデュース

していくことがＵＲ都市機構の役割ですので、民間だけできる都市再生や開発

を阻害することはないと思います。 

 

 


